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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　　次
第55期

第２四半期
連結累計期間

第56期
第２四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 8,498,340 10,179,555 17,838,751

経常利益 （千円） 363,315 727,799 1,087,763

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 91,576 444,934 215,560

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 139,141 428,660 310,307

純資産 （千円） 9,046,522 9,626,899 9,217,646

総資産 （千円） 17,813,328 17,498,404 17,743,880

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 5.04 24.49 11.87

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.8 55.0 51.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,705,468 △604,875 3,198,260

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △388,218 △267,845 △482,644

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △337,482 301,817 △1,519,964

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,363,095 3,008,088 3,578,989

 

EDINET提出書類

株式会社はせがわ(E03134)

四半期報告書

 2/26



 

回　　次
第55期

第２四半期
連結会計期間

第56期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年７月１日
至2020年９月30日

自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 26.24 25.35

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．第55期第２四半期連結累計期間及び第55期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第56期第２四半期連結累計

期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はないものの、今後、新型コロナウイルス感染症の流

行がさらに拡大し、店舗の休業や営業時間の短縮を余儀なくされるようになれば、当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等

を適用しております。

詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（2021年４月１日～2021年９月30日）におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、引き続き厳しい状況が続いており、個人消費については持直しの動きが見られるものの、一

部に足踏みが見られる等、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。

当社グループはこのような状況のなか、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策として、４月23日に４都府県

を、また５月12日には６都府県を対象とした政府からの「緊急事態宣言」発出を受け、４月25日から25店舗と１管

理事務所、５月12日からは52店舗と１管理事務所の時短営業を実施いたしました。その後、国内の感染状況の推移

を注視しながら、「緊急事態宣言」の解除後は、６月21日からは全事業所において全日営業を再開いたしました。

７月８日に東京都を、また７月30日には６都府県、８月17日には13都府県、８月25日には21都道府県を対象とし

た政府からの「緊急事態宣言」の再発出を受け、７月12日から25店舗と１管理事務所、８月２日から88店舗と６営

業所・４管理事務所、８月20日から113店舗と６営業所・５管理事務所、８月27日から132店舗と１出張所・７営業

所・５管理事務所の時短営業を実施いたしました。時短営業中は、お客様や従業員の安全に十分配慮しながら予防

対策を講じて営業しております。

宗教用具関連業界においては、生活様式や価値観の変化による購入商品の小型化・簡素化、さらにはそれに伴う

単価下落の傾向などが継続しております。また、伝統的形式に縛られない「自分らしい」供養のあり方を求める声

も増加傾向にあり、多様化するお客様のニーズへの対応が求められております。加えて、一部市場におけるお客様

動線の変化に対して、商圏の考え方やそれに伴う店舗立地政策の見直しが求められております。

このような環境のなか、当社グループの強みのひとつである知名度を活かした集客が重要と認識し、「しあわせ

少女 ゆうかちゃん」を起用したＴＶＣＭや新聞折込チラシなどの販促活動を展開いたしました。また、新聞折込

チラシについては全店共通の紙面・販促内容とは別に、地域特性に合わせた紙面を一部営業店において追加で投入

するなど、積極的な集客活動を行なってまいりました。今後も引き続き、市場全体に当社をアピールし、かつ地域

に合わせた営業戦略を実行し、さまざまなお客様のニーズに応えられるよう販促・商品の品揃えなどを積極的に行

なってまいります。

また一方で、ご遺骨の供養を検討されるお客様に対して、墓石及び屋内墓苑の従来からのラインナップに、近年

関心が高まっている多種多様な埋葬ニーズ（樹木葬・永代供養墓・海洋葬など）も加えた遺骨供養に関するトータ

ルソリューションの提案を積極的に展開してまいります。

今後もお客様の価値観や生活様式の変化が進む環境の中、供養に関連する全ての事業分野において、新しい商

品・サービスの開発及びアソートメントの見直しに取り組んでまいります。

このように、各事業において施策を推進した当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、以下のとお

りであります。

 

①　財政状態

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、西日本地区の物流機能向上を目的として福岡ロジスティク

スセンターを新設したことなどにより商品が３億45百万円及び販売保証契約に基づく預託により販売保証金が２

億89百万円それぞれ増加したものの、現金及び預金が５億76百万円、繰延税金資産が99百万円及び墓石販売に伴

う営業保証金の回収により営業保証金が61百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて

２億45百万円減少し、174億98百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、借入の実行により短期借入金が１億円及び長期借入金が２

億85百万円それぞれ増加したものの、社会保険料の納付猶予分及び消費税の納税猶予分の納付などにより流動負

債のその他が９億64百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて６億54百万円減少し、78億71百

万円となりました。
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当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益４億44百万円を計上

したことから利益剰余金が４億９百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて４億９百万円増加

し、96億26百万円となりました。

 

当社グループは、自己資本比率を主要な経営指標の目標とし、財務体質の強化に取り組んでおります。

当第２四半期連結会計期間末においては、自己資本比率は55.0％（前連結会計年度末は51.9％）となりまし

た。

 

②　経営成績

当第２四半期連結累計期間の売上高は101億79百万円（前年同期比19.8％増）となりました。

営業利益は７億38百万円（前年同期比128.1％増）、経常利益は７億27百万円（前年同期比100.3％増）とな

り、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億44百万円（前年同期比385.9％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

<仏壇仏具・墓石>

前第２四半期連結累計期間は臨時休業した影響で仏壇及び墓石の販売基数が減少しましたが、当第２四半期連

結累計期間は時短営業をしたものの、休業には至らなかったため、東日本地区・西日本地区ともに、仏壇及び墓

石共に販売基数が改善したことにより、仏壇仏具の売上高は73億64百万円（前年同期比16.6％増）となりまし

た。墓石の売上高は21億57百万円（前年同期比27.8％増）となりました。仏壇仏具及び墓石を合わせた全体での

売上高は95億21百万円（前年同期比18.9％増）となりました。感染対策や低接触・非接触型の営業体制を整え、

お客様に安心してご来店・ご購入いただけるよう努めてまいります。そのうえで、販売基数については、顧客の

変化に対応するために新商品の開発と地域特性に合った商品の投入を実施してまいります。販売単価について

は、購入商品の小型化・簡素化の傾向は今後も一層進行していくことが予想されるため、販売手法改革に加え、

現代の住空間や顧客の価値観に適した商品開発を推し進めてまいります。

<屋内墓苑>

屋内墓苑については、売上高は２億50百万円（前年同期比4.2％減）となりました。今後も墓石販売ととも

に、ご遺骨を供養するというニーズに応えられるよう事業を展開してまいります。

<飲食・食品・雑貨>

飲食・食品・雑貨については、売上高は42百万円（前年同期比102.2％増）となりました。

<その他>

その他については、売上高は３億77百万円（前年同期比79.5％増）となりました。

 

なお、当社グループの報告セグメント別売上高は次のとおりであります。

（セグメント別売上高の構成比及び前年同期比増減）

セグメント

の名称
区 分

前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間
前年同期比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

(百万円) (％) (百万円) (％) (百万円) (％)

仏壇仏具

・

墓 石

東 日 本
仏壇仏具 4,938 58.1 5,782 56.8 843 17.1

墓 石 1,449 17.1 1,783 17.5 334 23.1

 計 6,388 75.2 7,566 74.3 1,178 18.4

西 日 本
仏壇仏具 1,379 16.2 1,581 15.5 202 14.7

墓 石 239 2.8 373 3.7 134 56.4

 計 1,618 19.0 1,955 19.2 337 20.8

計
仏壇仏具 6,318 74.3 7,364 72.3 1,046 16.6

墓 石 1,688 19.9 2,157 21.2 469 27.8

 計 8,006 94.2 9,521 93.5 1,515 18.9

屋内墓苑 261 3.1 250 2.5 △11 △4.2

飲食・食品・雑貨 21 0.2 42 0.4 21 102.2

その他 210 2.5 377 3.7 167 79.5

調整額 △1 △0.0 △13 △0.1 △11 －

合 計 8,498 100.0 10,179 100.0 1,681 19.8
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

５億70百万円減少し、30億８百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は６億４百万円（前年同期は17億５百万円の資金の獲得）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益７億６百万円及び減価償却費１億９百万円などの増加要因があったも

のの、棚卸資産の増加額３億45百万円及びその他９億88百万円（社会保険料の納付猶予分及び消費税の納税猶予

分の納付等）などの減少要因があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は２億67百万円（前年同期は３億88百万円の資金の使用）となりました。

これは主に、墓石販売に伴う営業保証金の回収の純額61百万円（回収３億43百万円－支出２億82百万円）など

の増加要因があったものの、販売保証金の支出３億15百万円などの減少要因があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は３億１百万円（前年同期は３億37百万円の資金の使用）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出６億15百万円などの減少要因があったものの、長期借入れによる収

入10億円の増加要因があったためであります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について、重要な変更はありません。

 

(8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資金需要

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品仕入代金の支払資金のほか、人件費及び販売促進費等の

販売費及び一般管理費であります。

投資を目的とした資金需要のうち主なものは、魅力ある店舗づくりを推進するための新規出店、店舗移転、既

存店舗の改装等に係る設備投資や、墓石販売に伴う建墓権取得のための営業保証金の差入れ及び屋内墓苑販売業

務委託契約に伴う販売保証金の預託等によるものであります。

 

②　財政政策

当社グループは、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金または銀行借入により資金調達することと

しております。

このうち、借入による資金調達に関しましては、運転資金につきましては短期借入金により調達することとし

ており、設備投資、営業保証金（建墓権）及び販売保証金に係る資金につきましては長期借入金（原則として５

年以内）により調達することとしております。

また、運転資金の効率的な調達を行なうため取引銀行５行と当座貸越契約（当座貸越極度額合計30億円）を締

結しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債残高は40億46百万円、有

利子負債依存度は23.1％となっております。
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３【経営上の重要な契約等】

当社は、墓石の販売にあたって霊園の経営主体（宗教法人等）と墓地販売業務提携契約を締結しており、建墓権

（墓石を販売する権利）取得のための営業保証金を差入れております。

当第２四半期連結会計期間において、新たに６法人に営業保証金を差入れております。

営業保証金を差し入れております105法人うち、残高が多い５法人の契約の概要は、以下のとおりであります。

 

相手先 契約内容 有効期限

宗教法人 万年寺 墓地販売業務提携 建墓権に基づく建墓工事が完了するまで

株式会社 大友石材工業 墓地販売業務提携 建墓権に基づく建墓工事が完了するまで

宗教法人 浄観寺 墓地販売業務提携 建墓権に基づく建墓工事が完了するまで

株式会社 亜室 墓地販売業務提携 建墓権に基づく建墓工事が完了するまで

宗教法人 仙行寺 墓地販売業務提携 建墓権に基づく建墓工事が完了するまで

 

EDINET提出書類

株式会社はせがわ(E03134)

四半期報告書

 7/26



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種 類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種 類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
（2021年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（2021年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内 容

普通株式 18,646,376 18,646,376

東京証券取引所

市場第一部

福岡証券取引所

単元株式数100株

計 18,646,376 18,646,376 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日

発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 18,646,376 － 4,037,640 － 1,100,813
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

長谷川興産 株式会社 福岡市中央区大手門１丁目９番24号 3,840 20.95

長谷川 裕一 福岡市中央区 2,202 12.01

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,148 6.26

株式会社 西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 872 4.76

株式会社 福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 677 3.69

はせがわグループ社員持株会 福岡市博多区上川端町12番192号 627 3.42

有限会社 法隆 福岡市中央区大手門１丁目９番24号 443 2.42

株式会社 日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 396 2.16

損害保険ジャパン 株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 315 1.71

長谷川 素子 福岡市中央区 280 1.53

計 － 10,805 58.96

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 322,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,296,900 182,969 －

単元未満株式 普通株式 26,776 － －

発行済株式総数  18,646,376 － －

総株主の議決権  － 182,969 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日

本カストディ銀行（信託E口）が保有する株式138,800株（議決権1,388個）及び証券保管振替機構名義の株式400

株（議決権４個）が含まれております。
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②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

株式会社 はせがわ

福岡市博多区上川端町

12番192号
322,700 － 322,700 1.73

計 － 322,700 － 322,700 1.73

（注）「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する株式

138,800株につきましては、上記自己株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,640,989 3,064,088

受取手形及び売掛金 824,679 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 801,766

商品 2,834,083 3,179,786

その他 172,774 176,703

流動資産合計 7,472,526 7,222,343

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 436,672 424,578

造作（純額） 440,530 416,202

土地 682,189 682,189

リース資産（純額） 208,687 205,922

建設仮勘定 － 660

その他（純額） 288,895 278,201

有形固定資産合計 2,056,974 2,007,754

無形固定資産 123,628 114,494

投資その他の資産   

投資有価証券 399,353 369,077

繰延税金資産 286,250 186,613

退職給付に係る資産 373,782 361,248

営業保証金 4,072,449 4,011,183

販売保証金 ※２ 2,010,485 ※２ 2,300,309

差入保証金 1,264,221 1,258,105

その他 223,067 212,938

貸倒引当金 △538,857 △545,662

投資その他の資産合計 8,090,751 8,153,812

固定資産合計 10,271,354 10,276,060

資産合計 17,743,880 17,498,404
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 523,945 499,245

短期借入金 1,120,000 1,220,000

リース債務 87,991 91,687

未払金 559,167 507,135

未払法人税等 255,793 228,545

賞与引当金 296,000 296,000

資産除去債務 5,926 11,306

その他 2,714,726 1,750,197

流動負債合計 5,563,550 4,604,119

固定負債   

長期借入金 2,265,000 2,550,000

リース債務 203,585 184,716

役員株式給付引当金 26,167 14,110

退職給付に係る負債 41,983 40,088

資産除去債務 344,523 361,821

その他 81,423 116,648

固定負債合計 2,962,683 3,267,385

負債合計 8,526,234 7,871,505

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,037,640 4,037,640

資本剰余金 1,583,350 1,583,350

利益剰余金 3,700,399 4,109,563

自己株式 △190,445 △174,082

株主資本合計 9,130,943 9,556,471

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 86,702 70,428

その他の包括利益累計額合計 86,702 70,428

純資産合計 9,217,646 9,626,899

負債純資産合計 17,743,880 17,498,404
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 ※１ 8,498,340 ※１ 10,179,555

売上原価 3,050,326 3,740,625

売上総利益 5,448,013 6,438,930

販売費及び一般管理費   

販売促進費 378,305 387,504

給料及び賞与手当 1,772,640 1,986,468

賞与引当金繰入額 184,175 291,898

退職給付費用 98,415 95,959

福利厚生費 475,852 525,538

株式報酬費用 4,542 3,316

賃借料 487,608 568,095

その他 1,722,457 1,841,150

販売費及び一般管理費合計 5,123,997 5,699,930

営業利益 324,015 738,999

営業外収益   

受取利息 532 274

受取配当金 6,585 6,395

貸倒引当金戻入額 14,755 －

移動運搬収入 8,009 8,378

受取移転補償金 ※２ 29,826 －

その他 16,051 14,158

営業外収益合計 75,760 29,207

営業外費用   

支払利息 16,258 12,399

持分法による投資損失 16,207 13,354

貸倒引当金繰入額 － 6,805

その他 3,994 7,848

営業外費用合計 36,460 40,407

経常利益 363,315 727,799

特別利益   

新株予約権戻入益 10,100 －

新型コロナウイルス感染症による雇用調整

助成金等
※３ 197,609 －

特別利益合計 207,710 －

特別損失   

減損損失 38,191 20,574

新型コロナウイルス感染症による損失 ※４ 314,730 －

投資有価証券評価損 900 712

特別損失合計 353,821 21,286

税金等調整前四半期純利益 217,204 706,512

法人税、住民税及び事業税 78,030 162,005

法人税等調整額 47,597 99,572

法人税等合計 125,628 261,578

四半期純利益 91,576 444,934

親会社株主に帰属する四半期純利益 91,576 444,934
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 91,576 444,934

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 47,564 △16,273

その他の包括利益合計 47,564 △16,273

四半期包括利益 139,141 428,660

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 139,141 428,660

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 217,204 706,512

減価償却費 116,660 109,824

減損損失 38,191 20,574

新型コロナウイルス感染症による雇用調整

助成金等
△197,609 －

新型コロナウイルス感染症による損失 314,730 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,755 6,805

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,000 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △14,869 △1,895

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △1,310 △12,056

受取利息及び受取配当金 △7,118 △6,670

支払利息 16,258 12,399

売上債権の増減額（△は増加） △810 25,462

棚卸資産の増減額（△は増加） 150,418 △345,712

仕入債務の増減額（△は減少） 22,217 △24,699

その他 ※１ 1,149,293 ※１ △988,092

小計 1,766,501 △497,547

利息及び配当金の受取額 7,922 6,670

利息の支払額 △15,910 △12,602

新型コロナウイルス感染症による雇用調整

助成金等の受取額
188,381 －

新型コロナウイルス感染症による損失の

支払額
△276,420 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 34,994 △101,395

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,705,468 △604,875

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △74,263 △7,222

無形固定資産の取得による支出 △216,588 －

営業保証金の支出 △155,090 △282,733

営業保証金の回収による収入 384,201 343,999

販売保証金の支出 △326,977 △315,863

差入保証金の差入による支出 △19,202 △1,503

差入保証金の回収による収入 18,383 7,619

その他 1,318 △12,141

投資活動によるキャッシュ・フロー △388,218 △267,845

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 －

長期借入れによる収入 － 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △795,000 △615,000

自己株式の取得による支出 △26 －

リース債務の返済による支出 △42,414 △46,697

配当金の支払額 △42 △36,484

財務活動によるキャッシュ・フロー △337,482 301,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 979,761 △570,900

現金及び現金同等物の期首残高 2,383,334 3,578,989

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※２ 3,363,095 ※２ 3,008,088
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、顧客に対する他社ポイントの付与については、従来、ポイント相当額を販売費及び一般管理費と

して処理する方法によっておりましたが、顧客に対する商品販売の履行義務に係る取引価格の算定において、付

与したポイント相当額を除外する方法に変更しております。宗教法人からの霊園管理業務の受託収入について

は、従来、一時点で売上高を計上しておりましたが、一定の期間にわたって計上する方法に変更しております。

顧客に支払われる対価としてのギフト券等金券の付与（顧客から受領する別個の財又はサービスと交換に支払わ

れるものである場合を除く）については、従来、販売費及び一般管理費として処理する方法によっておりました

が、取引価格から減額する方法に変更しております。また、レジレシートに次回来店時値引きを約束するクーポ

ンの付与については、従来、クーポン使用時にクーポン利用による値引きを売上高から控除しておりましたが、

将来の値引き義務を履行義務として識別し、将来の失効見込等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として

取引価格の配分を行なう方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準等の適用による、当第２四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微

であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

について新たな表示方法により組替えを行なっておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計

期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

（資産除去債務の見積りの変更）

当第２四半期連結会計期間末において、当社の店舗の賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産

除去債務について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関しての見積りの変更を行ないました。

この見積りの変更による増加額20,574千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。

なお、当該見積りの変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

当座貸越極度額 6,000,000千円 3,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 6,000,000 3,000,000

 

※２　販売保証

当社は、宗教法人からの屋内墓苑販売業務委託に関し、一定の計算期間毎に販売目標金額を設定し、これに

満たない場合は不足額を保証金として宗教法人へ預託する契約を締結しております。

販売金額が目標金額を上回った場合には宗教法人から当社へ返還されるものであります。

この契約に基づく販売保証期間は最長で2026年12月までとなっており、当第２四半期連結会計期間末から

2026年12月までの販売保証額は最大で4,317,451千円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　

2021年４月１日　至　2021年９月30日）

当社グループ売上高は季節性が高く、お盆と秋のお彼岸を迎える第２四半期（７月から９月まで）と春のお彼

岸を迎える第４四半期（１月から３月まで）の割合が高くなっております。

 

※２　受取移転補償金

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

受取移転補償金は、土地区画整理に伴う店舗の移転補償金であります。

 

※３　新型コロナウイルス感染症による雇用調整助成金等

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

新型コロナウイルス感染症による雇用調整助成金等は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適

用を受けた雇用調整助成金等であります。

 

※４　新型コロナウイルス感染症による損失

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

新型コロナウイルス感染症による損失は、新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた緊急事態宣言に伴う臨時

休業期間中に発生した固定費（人件費214,645千円、賃借料等設備経費100,084千円）であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　営業活動によるキャッシュ・フローその他

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フローその他1,149,293千円の内訳のうち主なものは、未払消費税の増加額

311,477千円、未払費用の増加額302,516千円及び預り金の増加額262,366千円であり、社会保険料の納付猶予及

び消費税の納税猶予等によるものであります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フローその他△988,092千円の内訳のうち主なものは、未払消費税の減少額　　

△427,462千円、未払費用の減少額△288,010千円及び預り金の減少額△295,804千円であり、社会保険料の納付

猶予分及び消費税の納税猶予分の納付等によるものであります。

 

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

現金及び預金勘定 3,419,095千円 3,064,088千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △56,000 △56,000 

現金及び現金同等物 3,363,095 3,008,088 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．配当金支払額

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月19日

取締役会
普通株式 36,647 2.00 2021年３月31日 2021年６月７日 利益剰余金

（注）2021年５月19日取締役会の決議による配当金の総額には、「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産と

して株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金344千円が含まれてお

ります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月５日

取締役会
普通株式 45,809 2.50 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

（注）2021年11月５日取締役会の決議による配当金の総額には、「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産と

して株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金347千円が含まれてお

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：千円）

 報告セグメント（注）１

その他
（注）２

合計
調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 仏壇仏具・墓石
屋内
墓苑

飲食・
食品・
雑貨

計

 東日本 西日本 計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
6,388,020 1,618,315 8,006,336 261,854 19,958 8,288,148 210,191 8,498,340 － 8,498,340

セグメント
間の内部
売上高又は
振替高

－ － － － 1,110 1,110 133 1,243 △1,243 －

計 6,388,020 1,618,315 8,006,336 261,854 21,068 8,289,258 210,324 8,499,583 △1,243 8,498,340

セグメント

利益又は

損失（△）

516,189 36,692 552,882 50,615 △51,174 552,323 △16,399 535,924 △211,908 324,015

（注）１．報告セグメントの「仏壇仏具・墓石」及び「飲食・食品・雑貨」は、小売事業であります。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仏壇仏具卸売事業などであり

ます。

３．セグメント利益又は損失（△）の調整額△211,908千円は、各セグメントに配分していない全社費用であ

ります。

４．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 仏壇仏具・墓石
屋内
墓苑

飲食・
食品・
雑貨

計
 東日本 西日本 計

減損損失 － － － － 38,191 38,191 － 38,191 － 38,191
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：千円）

 報告セグメント（注）１

その他
（注）２

合計
調整額
（注）３

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）４

 仏壇仏具・墓石
屋内
墓苑

飲食・
食品・
雑貨

計

 東日本 西日本 計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
7,566,358 1,955,455 9,521,813 250,818 29,436 9,802,067 377,487 10,179,555 － 10,179,555

セグメント
間の内部
売上高又は
振替高

－ － － － 13,155 13,155 76 13,231 △13,231 －

計 7,566,358 1,955,455 9,521,813 250,818 42,591 9,815,222 377,564 10,192,787 △13,231 10,179,555

セグメント

利益又は

損失（△）

678,839 141,106 819,945 48,313 △34,148 834,111 1,754 835,865 △96,865 738,999

（注）１．報告セグメントの「仏壇仏具・墓石」及び「飲食・食品・雑貨」は、小売事業であります。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仏壇仏具卸売事業などであり

ます。

３．セグメント利益又は損失（△）の調整額△96,865千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

４．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 仏壇仏具・墓石
屋内
墓苑

飲食・
食品・
雑貨

計
 東日本 西日本 計

減損損失 20,574 － 20,574 － － 20,574 － 20,574 － 20,574
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを財

又はサービスに分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

セグメント

の名称
区　　分

売上高 構成比

(千円) (％)

仏壇仏具

・

墓 石

東 日 本
仏 壇 仏 具 5,782,799 56.8

墓 石 1,783,558 17.5

西 日 本
仏 壇 仏 具 1,581,637 15.5

墓 石 373,817 3.7

屋内墓苑 250,818 2.5

飲食・食品・雑貨 42,591 0.4

その他 377,564 3.7

調整額 △13,231 △0.1

合 計 10,179,555 100.0

（注）１．報告セグメントの「仏壇仏具・墓石」及び「飲食・食品・雑貨」は、小売事業であります。

２．「その他」は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仏壇仏具卸売事業などでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益  ５円04銭 24円49銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （千円） 91,576 444,934

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（千円） 91,576 444,934

普通株式の期中平均株式数 （千株） 18,143 18,164

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

― ―

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式

を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前第２四半期連結累計期間180千株、当第２四半期連結累計期間158千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2021年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………45,809千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年12月１日

（注）2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行ないます。

 

EDINET提出書類

株式会社はせがわ(E03134)

四半期報告書

23/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月10日

株式会社はせがわ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

福岡事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 池田　　徹　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 下平　雅和　　印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社はせが

わの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社はせがわ及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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